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本資料に掲載されている事項は、SBIホールディングス
株式会社によるＳＢＩグループの業績、事業戦略等に関す
る情報の提供を目的としたものであり、SBIグループ各社
の発行する株式その他の金融商品への投資の勧誘を目
的としたものではありません。

また、当社は、本資料に含まれた情報の完全性及び事
業戦略など将来にかかる部分については保証するもので
はありません。

なお、本資料の内容は予告なしに変更又は廃止される
場合がありますので、あらかじめご承知おきください。
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１．連結決算業績
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2010年３月期第1四半期 連結決算業績

2009年３月期

1Ｑ連結決算

2010年３月期

1Ｑ連結決算

前期比

増減率（％）

売 上 高 ３４，６０３ ３５，０３１ ＋１．２

営 業 利 益 ３，９０８ ３，１８０ ▲１８．６

経 常 利 益 ３，２９６ ２，５０１ ▲２４．１

税 引 前 利 益 ▲７，３２７ ３，０１６ 黒字化

当 期 純 利 益 ▲５，９０８ １，８９９ 黒字化

（単位：百万円）
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※1 前年度通算で、持分法による投資損失 25億円（住信SBIネット銀行 18億円〔08年3月期は31.7億円〕、SBIジャパンネクスト証券
5億円等）、ネットした金融費用 10億円（受取利息・受取配当金等と支払利息等の差し引き）、が含まれます。

四半期連結業績推移

2009年３月期 2010年３月期

第１四半期
（2008年4～6月）

第２四半期
（2008年7～9月）

第３四半期
（2008年10～12月）

第４四半期
（2009年1～3月）

２９，４２４ ２９，７５０

▲７４３

▲１，６９３

▲６，０４７

▲６，５２７

▲１，１８２

▲３，０４２

▲１１，３５９

▲１０，３２４

３７，１４３

２，４２１

１，４７６

８，６０２

４，３８５

当第１四半期
（2008年4月～6月）

売 上 高 ３４，６０３ ３５，０３１

営 業 利 益 ３，９０８

３，２９６

▲７，３２７

▲５，９０８

３，１８０

経 常 利 益 ２，５０１

税 引 前 利 益 ３，０１６

当 期 純 利 益 １，８９９

（単位：百万円）

※4

※2 民事再生手続開始の申立てを行ったゼファー社株式に対して関係会社株式売却損94億円を特別損失に計上

※5 SBIキャピタルが運営するSBI ValueUp Fund 1号を通じて保有するVSN株式に対し、評価損14億円を営業投資有価証券売上原価に計上

※3、5

※7 住友信託銀行株式に対して追加で投資有価証券評価損12億円、ブロードメディアの持分法投資損失13億円を特別損失として計上

※7

※4 E *TRADE Korea株式の譲渡に伴い、99億円の特別利益を計上

※1

※2 ※6

※6 ゼファー社向け貸付金に対して貸倒引当金15億円、住友信託銀行株式に対して投資有価証券評価損55億円を特別損失に計上

※1※1※1

※3 SBI証券の完全子会社化に伴い新たに発生したのれんの償却が含まれます。（2009年3月期2Q：698百万円、以降毎四半期：1,048百万円）

※3 ※3 ※3
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連結決算業績のハイライト

Ⅰ 前期第3四半期を底にした業績のV字回復

当期第1四半期は、直前四半期の前期第4四半期に比べ17.8％の増収、営業利益
は▲7億円から32億円（+39億円）、当期純利益は▲65億円から19億円（+84億円）
まで回復し、最悪期を脱した。

前年同期比でも当期純利益は▲59億円から19億円（+78億円）へと大きく改善。営業利益は前年同期比減益とな

るが、これは前年同期はその後売却済のE*Trade Koreaの業績（営業利益 約6億円）が含まれること、当期第1四
半期には、SBI証券の完全子会社化に伴い新たに発生したのれん償却（約10億円）がマイナス要因として含まれ
ていることが影響。

Ⅱ アセットマネジメント事業とブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業が
業績回復を牽引

セグメント別の営業利益は前期第4四半期に比べ、アセットマネジメント事業では
3.3倍の19億円に、ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業では3.7倍の
31億円に大幅改善。アセットマネジメント事業は、アジア地域の株式市場が日米欧
に先行して回復した恩恵を享受。ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業
は、FX取引の好調や日本の株式市場の売買代金増加を取り込む。

Ⅲ 2009年6月末における現預金残高（連結ベース）は1,318億円と高水準を
維持しており、引き続き財務健全性を堅持。
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セグメント別 営業利益の四半期推移

2009年３月期
2010年
３月期

前第1四半期
（2008年4～6月）

前第2四半期
（2008年7～9月）

前第3四半期
（2008年10～12月）

当第1四半期
（2009年4～6月）

１，９４０

３，０５５

１５８

▲１１９

▲１９６

３３１

３，３８９

３７２

８５０

▲１０４

前第4四半期
（2009年1～3月）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト ２，１９３ ▲５１７

ブ ロ ー カ レ ッ ジ ＆

インベストメントバンキング
１，２６５

３８２

４９８

▲１３７

ファイナンシャル・サービス

２３３

３５８

１０３住 宅 不 動 産 関 連

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン ９８

５８６

８２６

３７７

▲５２９

▲１６０

（単位：百万円）

※1 SBIキャピタル運営のSBI ValueUp Fund 1号を通じて保有するVSN株式評価損14億円など、営業投資有価証券 評価損23億円を計上
※2 SBI証券の完全子会社化に伴い新たに発生したのれんの償却が含まれます。（2009年3月期2Q：698百万円、以降毎四半期：1,048百万円）
※3 連結子会社のセムコーポレーション（SBIホールディングスに加えSBIキャピタル運営のSBI ValueUp Fund 1号を通じて保有）において

販売用不動産評価損245百万円、貸倒引当金繰入457百万円を計上。

※1

※2※2 ※2

～前第３四半期で底を打ち、回復傾向が鮮明に～

※3

※2
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営業利益の前四半期比増減分析

ファイナンシャル･サービス事業
• 住信SBIネット銀行の個人ローンへの保証業務に注力すべく、本年4月に貸付業務を

停止したSBIｲｺｰﾙ･ｸﾚｼﾞｯﾄの減益（▲1.0億円）

• 保険やローンの比較サイトの取引件数は、前年同期に比べると順調に伸びているものの、
前四半期（1-3月期）は季節要因により取引件数が他の期に比べ増加することから、これらの
サイトを運営するﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｲｽ事業は前四半期比では減益（▲0.6億円）

住宅不動産関連事業
• 国内不動産市場の収縮による売上高の減少
• SBIﾓｰｹﾞｰｼﾞにおける証券化益 1.5億円の計上の第2四半期へのずれ込み

（通期営業利益見込み 14.7億円に対しては好調に推移）

システムソリューション事業

• SBIネットシステムズ子会社において前年度に受注した案件に対する
先行開発コストの発生（売上計上は2010年3月期2Q以降）

アセットマネジメント事業
• ﾌｧﾝﾄﾞ保有株式売却によるｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝならびにﾌｧﾝﾄﾞ保有銘柄からの配当（+8.9億円）
• Fullerton Fund売却によるｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝ（+6.0億円）

ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業
• 市況の改善に伴う株式売買代金の増加と、2009年3月の手数料改定に伴う

SBI証券の委託手数料収入の増加
• FX取引拡大によるSBIﾘｸｲﾃﾞｨﾃｨ･ﾏｰｹｯﾄのトレーディング収益の増加
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販売費及び一般管理費の四半期推移（連結）

2,671 2,469 2,486 2,704

805 785

4,293
3,742 3,584 3,555

4,462
4,355 4,330 4,272

216326 264 347
362493 273 242
514550 536 583
496416

558 641
842 808

0
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12 ,000

14 ,000

2008/7-9 2008/10-12 2009/1-3 2010/4-6

支払手数料等

人件費

不動産賃借料

広告宣伝費

リース費用

租税公課

支払報酬

その他

支払手数料等：
106百万円減

人件費：
550百万円減

08年10月より各社で経費削減担当者を設置し経費削減を強化

支払手数料等：
25百万円減

人件費：
158百万円減

（単位： 百万円）

14,056百万円 13,008百万円
(1,047百万円減）

13,022百万円
（13百万円増）

※括弧内は直前
四半期比

2,433百万円 2,275百万円
(158百万円減）

2,661百万円
（386百万円増）

販売費及び一般管理費は、前四半期比で369百万円減少

償却費及び引当金繰入

販売費及び一般管理費（償却費及び引当金繰入を除く）

のれん償却
固定資産償却費
貸倒引当金繰入 他

12,907百万円
（115百万円減）

2,407百万円
（253百万円減）

2Ｑ計：16,489 3Ｑ計：15,283 4Ｑ計：15,684

販売費及び一般管理費

1Ｑ計：15,314
2009年3月期 2010年3月期

支払手数料等：
58百万円減

人件費：
28百万円減

13百万円増（4Q)
の要因について

支払報酬等：
MTN発行準備費

（+60百万円）

広告宣伝費：
株主優待対応費
（+100百万円）
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社債の償還について

金額（億円） 償還日

SBIホールディングス 無担保普通社債 300.0 2009年9月25日

『第1回 SBI債』（ユーロMTN） 45.0 2009年10月22日

『第3回 SBI債』（ユーロMTN） 55.0 2009年10月23日

今後償還を迎える社債

2009年6月末現預金残高（連結ベース）：1,318億円

（※）発行限度額（500億円）内で個別債券を随時発行可能。
満期償還により増加する未発行枠も今後の資金需要等に活用可能。

2009年3月に設定したユーロMTN（※）は既に計5回発行し、
290億円を調達済み。未発行枠は210億円。
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２．主要ビジネスラインの事業概況
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（１） アセットマネジメント事業

2010年３月期第1四半期

売上高 ９８億円（前年同期比 ２３４％増）

営業利益 １９億円（同 ４８６％増）

※ 上記はファンド連結後のセグメント別の数値で記載しております。

※ 連結消去および全社費用控除前の数字です。

※ 億円未満を四捨五入した数字です。

主な連結子会社等

• SBIインベストメント
• SBIキャピタル
• SBIキャピタルソリューションズ
• SBIアセットマネジメント
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アセットマネジメント事業のハイライト

Ⅰ 新規上場社数が伸び悩み、同業他社の業績においてもJAFCOが営業赤字７億円
となるなど、引き続き厳しい事業環境ではあったが、ＳＢＩ Value Up Fund １号 組
入れ銘柄の売却による４億円のキャピタルゲイン（ＩＲＲ48.03％）や、収穫期に入っ
ているNew Horizon Fundによる１１億円の営業利益貢献に加え、機動的な
Fullerton Fundの売却により、当第１四半期において当社アセットマネジメント事業
の営業黒字は１９億円（前年同期比４８６％増）。

Ⅱ New Horizon Fundについては、中国株式市場が低迷した時期でも十分な含み益
を維持。当第１四半期において１社のＭ＆Ａが成立したほか、２号ファンドにおい
ても１社がＭ＆Ａでイグジットに成功した。７月下旬にはもう１社のＩＰＯが決定して
いる。中国株式市場は急速に回復しつつあり、New Horizon Fund による今期第２
四半期以降において今年度では３６億円程度の営業利益貢献が見込まれる。

Ⅲ 投資実行額は当第１四半期（2009年４月～６月）に１６７億円（同業のJAFCOは14
億円）。引き続き有望企業に対して投資をしていく。また、直近の国内ＩＰＯ銘柄の
株価動向は堅調に推移しており、これから収穫期を迎えるＳＢＩブロードバンドファ
ンド１号等にとって追い風となる。

Ⅳ マレーシア国営の資産運用機関Permodalan Nasionnal Berhad の子会社PNB 
Equity と投資ファンド設立で最終契約を締結。海外投資の準備がほぼ完了したこ
とから、今後はタイミングを見定めて投資を進めていく。
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出所：各取引所

2008年度の上場会社数は2007年度をさらに大きく下回る３４社で着地。
今年度第１四半期は、前年同期と同数の３社が新規に上場。

国内の新規上場会社数の推移
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167172
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2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 前第１四半期 当第１四半期

(単位：社)
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売上高
前年同期比

増減率
営業利益

前年同期比
増減率

SBI ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 98
35

19 +486.1+234.4
▲55.1JAFCO （※自己持ち分方式） ▲7 -

（データ出所：各社開示資料より当社にて集計）

（単位：億円、％）

JAFCOと当社アセットマネジメント事業の
2010年3月期第1四半期業績

（注1） JAFCOは自己持ち分方式で開示、当社は決算に採用しているファンド連結後の数値

（注2） 前年同期の営業利益は30億円となっております。

（注4） 億円未満を四捨五入して表示しております。

（注2）

主要VCとの業績比較

売上高
前期比
増減率

営業利益
前期比
増減率

SBI ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 160 ▲72.5 26 ▲84.3

JAFCO （※自己持ち分方式） 214 ▲46.8 ▲94 -

<参考：2009年3月期業績>

（注3）

（注3） 2008年3月期の営業利益は▲42億円となっております。
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単位：百万円
（投資会社数）

2010年３月期 第１四半期の投資実行額

投資実行額

当１Q
（４月～６月）

前１Ｑ

（４～６月）

（参考）

前通期累計

【ファンドによる投資分】
１５，５５３

（４８社）

１９，５１５

（３２社）

８２，０１３

（１０５社）

２６，２７７

（５７社）

５５，７３６

（４８社）

１３，１６５

（１３社）

１１，２２４

（１１社）

１，９４０

（２社）

【 合 計 】
１６，６６３

（５１社）

２７，１７３

（３８社）

９５，１７９

（１１８社）

３２，５４６
（１０６社）

内 株式等
６，３８４

（３０社）

６，０５１

（１２社）

内 その他

（社債等）

１，０９９

（１社）
―

【比較：ＪＡＦＣＯ】
１，３７５

（２３社）

１４，７１０

（３０社）

内 その他

（社債等）

９，１６８

（１８社）

１３，４６３

（２０社）

【直接投資分】
１，１０９

（３社）

７，６５８

（６社）

内 株式等
１０

（２社）

７，６５８

（６社）

注） １社に対し複数回投資実行した場合は、累計において１社とカウントし重複を排除しています。
（データ出所：各社開示資料より当社にて集計）

～ 金融環境を好機と捉え、積極的な投資を継続 ～
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比較的簿価の低いNew Horizon Fundは、中国株式市場がやや持ち直す中、継続して
保有株の売却を実施。2009年4月以降の税引後売却額は合計で5,630百万円。
2010年3月期1Qにおける受領分配額は16億円となり、営業利益として11億円を計上。

比較的簿価の低いNew Horizon Fundは、中国株式市場がやや持ち直す中、継続して
保有株の売却を実施。2009年4月以降の税引後売却額は合計で5,630百万円。
2010年3月期1Qにおける受領分配額は16億円となり、営業利益として11億円を計上。

2010年3月期の保有株式売却額

MeifengMeifeng ZoomlionZoomlion GoldwindGoldwind KingsoftKingsoft

1,615 1,436

267 -

第1四半期

第2四半期

（7月28日時点）

合計合計

- 865 3,917 

521 924 1,713

海外海外VCVCファンドの現在の運用状況ファンドの現在の運用状況

New Horizon FundNew Horizon FundNew Horizon Fund

08年10月に運用を開始したFullerton Asia Financial Fundは、香港・台湾・東南アジ
ア諸国での運用が好調に推移。保有分株式の売却を6月19日までに行い、売却分
の年率換算利回りは55.2％、約6億円のキャピタルゲインを獲得。

08年10月に運用を開始したFullerton Asia Financial Fundは、香港・台湾・東南アジ
ア諸国での運用が好調に推移。保有分株式の売却を6月19日までに行い、売却分
の年率換算利回りは55.2％、約6億円のキャピタルゲインを獲得。

Fullerton Asia Financial FundFullerton Asia Financial FundFullerton Asia Financial Fund

（単位）：百万円
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プライベート・エクイティ ２，５０４億円

〔ＩＴ・バイオ等〕 合計 １，２００

インターネット ６７

ブロードバンド・メディア ５７０

モバイル ２８０

バイオ・その他 ２８３

〔バイアウト・メザニン〕 合計 ３４４

１６０メザニン※

１８４バリューアップ

〔投資信託等〕 ２，１７５億円

２２投資法人

１，７４２投資顧問

４１２投資信託

９５インド

１３６ハンガリー※

〔海外〕 合計 ６２６

８２ベトナム

３１４中国・香港・その他※

〔不動産等〕 ５７６億円

３４５稼働物件

２３１開発物件

２４９〔直接投資〕

不動産は投資総額、投資信託・投資顧問等は2009年6月末の時価純資産、その他ファンドは2009年6月時点の各ファンドの直近決算に基づ
く時価純資産で記載。億円未満は四捨五入。

※決算期を迎えていないものについては、出資約束金額ベースで算出。

８６〔環境・エネルギー※〕

グループ運用資産総額の状況

2009年６月末現在５，２５５億円（住宅不動産関連セグメント等を含む）
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株式市況に連動して運用資産残高も順調に回復

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0

5000

10000

15000

20000
投資顧問

投資信託

投資法人

日経平均

運用資産残高（億円） 日経平均株価（円）

07/3末 07/6末 07/9末 07/12末 08/3末 08/6末 08/9末 08/12末 09/3末 09/6末

投資信託等（投資信託・投資顧問・投資法人の合算）の
運用資産残高の推移

モーニングスターアセットマネジメントで助言する投資顧問残高やＳＢＩアセットマネジメントで運用す
る投資信託残高は、市況悪化時には時価評価の下落や解約などにより減少したが、市況回復と共
に増加に転じており、今後も残高の増加が見込まれる。
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（２）証券関連事業

2010年３月期第1四半期

売上高 １３５億円（前年同期比 ４％減）

営業利益 ３１億円（同 １０％減）

※ 上記はファンド連結後のセグメント別の数値で記載しております。

※ 連結消去および全社費用控除前の数字です。

※ 億円未満を四捨五入した数字です。

主な連結子会社等

• SBI証券
• SBIフューチャーズ
• SBIジャパンネクスト証券（持分法適用）
• SBIリクイディティ･マーケット
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証券関連事業のハイライト（１）

Ⅰ 圧倒的顧客基盤を有するSBI証券

証券市場全体に回復の兆しが見え始めているものの、本格的な回復には
至っていないことに加え、前年同期の連結業績にはE*Trade Koreaが
含まれていたことも影響し、営業収益は前年同期比10.6％減の124億円、
営業利益は前年同期比2.5％減の38億円。
一方、2009年3月の手数料改定などもあり、前四半期（2009年1-3月期）に
比べ営業収益は20.7％増、営業利益は131.4％増と大幅に改善。

2009年6月末総口座数 190万口座超

2010年3月期第1四半期では、個人株式委託売買代金シェアは35.2％、
個人信用取引委託売買代金シェアは39.4％と引き続き同業他社を圧倒

4月に入って1日平均株式売買代金は底打ちを確認し、
6月の1日平均株式売買代金は3月に比べて39.3％増加

2009年3月の手数料改定により、ベーシスは 3.1（2009年3月期平均）から
3.7（2010年3月期1Q平均）に上昇
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証券関連事業のハイライト（２）

SBI証券におけるFX取引は、『SBI FXα』の提供開始等による
サービスレベルの向上により大幅に拡大し、2009年6月の
月間売買代金は、2008年6月の約13倍となる5兆7,750億円。

2010年3月期第1四半期おけるSBI証券への営業利益貢献は17.9億円

Ⅲ 昼間取引の開始により順調に取引量を拡大している

ジャパンネクストPTS

ジャパンネクストPTSにおける取引量は順調に拡大し、2009年6月の
月間売買代金は前月比64.4％増の1,491億円となり過去最高を記録。

Ⅱ 営業開始（2008年11月17日）から短期間で収益に大きく貢献している

SBIリクイディティ・マーケット

営業開始から短期間で取引を急拡大させ、2009年6月には売上高が
初めて10億円を超えるなど順調に進捗し、2010年3月期第1四半期に
おける売上高は28.2億円、営業利益は8.6億円。

Ⅳ SBIフューチャーズは商品取引受託業務を廃止し（09年7月31日（予定））、

株式交換により完全子会社化（効力発生日：09年8月1日（予定））
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2010年３月期第1四半期 SBI証券連結業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

四半期純利益

純営業収益

13,921

3,879   

4,021   

2,808   

2009年3月期第１四半期
（2008年4月～2008年6月）

12,579

▲2.5  

▲4.0   

▲18.1

前年同期比
増減率

▲8.4   

2010年3月期第１四半期
（2009年4月～2009年6月）

12,448

11,516

3,781

3,862

2,300

▲10.6   

2009年3月期第1四半期にはE*Trade Koreaの業績が含まれることから、
前年同期比減収減益となっている。

2009年3月期第1四半期 E*Trade Korea業績
営業収益 1,596百万円、 営業利益 577百万円
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2010年３月期第1四半期 SBI証券単体業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

四半期純利益

純営業収益

12,287

3,308   

3,449   

2,589   

2009年3月期第１四半期
（2008年4月～2008年6月）

11,106

+13.9  

+11.7   

▲11.5

前年同期比
増減率

+3.4    

2010年3月期第１四半期
（2009年4月～2009年6月）

12,401

11,487

3,767

3,853

2,292

+0.9   

※1 手数料改定により、3.1ベーシス（2009年3月期平均）から 3.7ベーシス（2010年3月期１Q平均）に上昇

※2

市況の改善に伴う株式売買代金の増加と2009年3月の手数料改定※1、
及びFX取引の拡大等により、増収・営業増益となる

※2 株式売買代金の減少に伴う金融商品取引責任準備金取り崩しによる特別利益 689百万円を計上
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営業収益
前年同期比

増減率
営業利益

前年同期比
増減率

SBI 12,448
うち、SBI証券単体 12,401 +0.9 3,767 +13.9

マネックス 6,138 ▲16.7 1,663 ▲19.0
6,181

4,296
松井 6,837 ▲14.9 2,968 ▲19.4

3,781 ▲2.5▲10.6

▲0.3楽天 1,676 +22.9

▲5.4 ▲15.2カブドットコム（非連結） 1,543

（データ出所：各社開示資料より当社にて集計）

主要オンライン証券の
2010年3月期第1四半期・連結業績比較

（単位：百万円、％）主要オンライン証券各社の2010年3月期第1四半期連結業績

2009年3月期第1四半期にはE*Trade Koreaの業績（営業収益1,596百万円、
営業利益577百万円）が含まれることから、連結では前年同期比で減収減益となっ

ているものの、単体では増収増益を達成

営業収益、営業利益ともに同業他社（業績開示済）を大きく上回る
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（単位：百万円、％）

※1.E*TRADE Korea 株式の売却に伴い、特別利益約100億円を計上

※2.特別損失として商号変更費用約3.7億円、システム統合関連費用約4.6億円を計上

※3.営業外利益として投資事業組合運用益1.2億円を計上する一方、営業外損失として投資事業組合運用損2.7億円を計上

SBI証券 四半期業績（連結）推移

435

営業収益

営業利益

経常利益

純営業収益

2009年3月期

前四
半期比
増減率

13,921

3,879

4,021

第1四半期
（2008年4～6月）

12,579

12,736

2,527

2,423

第2四半期
（2008年7～9月）

11,120

10,568

1,610

1,563

第3四半期
（2008年10～12月）

9,456

四半期純利益 2,808 6,094 810

10,316

1,633

1,382

第4四半期
（2009年1～3月）

9,034

第1四半期
（2009年4～6月）

2010年3月期

12,448

11,516

3,781

3,862

2,300

+20.7

+27.5

+131.4

+179.5

+183.8
※1 ※2

※3
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100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

1,600,000

1,700,000

1,800,000

1,900,000

2,000,000

6月 10月 2月 6月 10月 2月 6月 10月 2月 6月 10月 2月 6月

1,909,614

917,801

856,857
770,748

674,659

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

SBI マネックス 楽天 松井 カブコム

主要オンライン証券主要オンライン証券55社の口座数社の口座数 主要オンライン証券主要オンライン証券55社の口座数推移社の口座数推移

（口座数）

（口座数）

（2009年6月末現在）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

主要オンライン証券の口座数比較

ＳＢＩ
1,909,614

マネックス
917,801

松井
770,748

楽天
856,857

カブコム
674,659

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
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主要オンライン証券の獲得口座数比較

35,076
17,585 14,773

81,301

37,358
27,193

17,542
7,834

8,548

15,442

25,395

49,306

0

50,000

100,000

150,000

200,000

SBI 楽天 マネックス カブコム

1Q(2009年4月～6月）
4Q(2009年1月～3月）
3Q(2008年10月～12月)
2Q（2008年7月～9月）

（獲得口座数）
2008年7月～2009年6月の1年間の獲得口座数

4Q

1Q

2Q

3Q

208,466

68,510

29,856
42,661

（ネット口座のみ）

出所： 各社ホームページ等公表資料より当社集計 ※1. 松井証券は2008年4・5月に一部不稼動口座（30,448口座）の閉鎖を実施

101,273

16,467
9,988

松井

16,540

1Q
-13,131※1

42,783

20,935

11,102

8,737
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3.7

11.811.4

9.0

5.5

3.0

8.8
8.0

11.7

4.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

SBI 楽天 カブコム マネックス 松井

2010年3月期第1Q 

2009年3月期第1Q

主要オンライン証券のベーシス比較

主要オンライン証券5社のベーシス比較
（ベーシス）

（委託手数料÷委託売買代金）

出所：各社決算資料、月次開示資料等より当社作成
委託手数料は決算短信より単体数値を使用
SBI証券はインターネット部門のみの数値を使用



29

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

３大証券会社との株式委託売買代金比較

（10億円）

出所：証券会社各社・東証の公表数値をもとに当社作成（SBI証券分には海外投資家からの注文を含みます）

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

各社の株式委託売買代金の推移

（単位：10億円、括弧内各社委託売買
代金を３市場委託で除したシェア）

松井 4,010（2.9%）

16,245（11.6%）

2006年3月期

2005年3月期4Qに野村證券を抜く

2010年3月期1Qにおける
委託シェア

2007年3月期 2008年3月期

SBI

2009年3月期

2009年3月期
4Qシェア：11.6%

2010年3月期

日興シティ 2,994(2.7%)
大和SMBC 5,125(4.7%)

日興ｺｰﾃﾞ 764(0.5％）

大和 1,671(1.2%)

野村 12,104（8.6%）

大和SMBC及び日興シティは
2009年3月期4Qの数値

（2010年3月期1Qより非開示）
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出所： 東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

SBI証券はインターネット取引のみで算出

主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

個人株式委託売買代金シェアの推移個人株式委託売買代金シェアの推移

SBI証券 33.4％

楽天証券 13.2 

松井証券 7.7 

マネックス 5.8 

カブドットコム 5.6  

SBI証券 35.7％

楽天証券 13.9 

松井証券 7.7 

マネックス 7.4 

カブドットコム 5.9  

SBI証券 35.2％

楽天証券 14.8 

松井証券 8.7

カブドットコム 6.1 

マネックス 6.0  

その他
29.4％ 主要オンライン

証券5社

70.6％

その他
34.3％ 主要オンライン

証券5社
65.7％

その他
29.2％ 主要オンライン

証券5社

70.8％

2010年3月期 第１四半期
（2009年4月～2009年6月）

2008年3月期 第１四半期
（2007年4月～2007年6月）

2009年3月期 第１四半期
（2008年4月～2008年6月）
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主要オンライン証券の個人信用取引委託売買代金シェア主要オンライン証券の個人信用取引委託売買代金シェア

個人信用取引委託売買代金シェアの推移

主要オンライン
証券5社

78.8％

その他
21.2％

出所： 東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
個人信用取引委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

SBI証券はインターネット取引のみで算出

SBI証券 39.4％

楽天証券 16.6 

松井証券 9.8 

カブドットコム 6.9

マネックス 6.2  

2010年3月期 第１四半期
（2009年4月～2009年6月）

2008年3月期 第１四半期
（2007年4月～2007年6月）

2009年3月期 第１四半期
（2008年4月～2008年6月）

その他
25.2％

主要オンライン
証券5社

74.8％

SBI証券 38.2％

楽天証券 15.4

松井証券 9.3

カブドットコム 6.8

マネックス 5.1

その他
22.0％

主要オンライン
証券5社

78.0％

SBI証券 39.2％

楽天証券 15.9

松井証券 8.3

マネックス 8.1

カブドットコム 6.5
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【 SBIリクイディティ・マーケット】

（2008年11月17日営業開始）
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40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000
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SBI 松井

マネックス カブコム

2007年 2008年

（単位：億円）

SBI

松井

カブコム

マネックス

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

5兆7,750億円

5,273億円

4,272億円

5,888億円

2009年6月の

売買代金：

※1 データが開示されているSBI証券、マネックス証券、松井証券、カブドットコム証券の4社

※2 2008年11月～2009年2月は、『SBI FX』及び『SBI FXα』の売買代金合計

※2

SBIリクイディティ･マーケットを活用しサービス内容を拡充したことで、
SBI証券におけるFX取引の売買代金は大きく拡大

SBI 124,435
マネックス 91,166
松井 58,960
カブコム 27,641

オンライン証券各社の
外国為替保証金取引口座数

（2009年6月末現在）

2009年6月の売買代金は、
2008年6月の約13倍

2009年

ネット証券大手ネット証券大手44社社※※11のの
外国為替保証金取引売買代金の推移外国為替保証金取引売買代金の推移

株式市場の売買が
増加すると売買代金が

減少する傾向が見られる
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【SBIリクイディティ・マーケットの収益貢献】
2009年3月期 2010年3月期

3Q 4Q 通期

5.5

1Q

営業収益（売上高）

3.5

1.1

23.5

14.9

7.3

28.2

内、SBI証券の
トレーディング益
（SBI証券：営業利益）

29.0

18.3

8.4

17.9

8.6営業利益

（単位：億円）

SBIリクイディティ･マーケットは、2008年11月17日の
営業開始から短期間で、連結業績に大きく貢献する子会社に成長

※1 営業期間は11月17日からの約 1.5ヶ月間

※1

接続する事業者の拡充により、更なる流動性（取引量）の拡大を図る

（2008年11月17日～）

（2009年1月26日～）

現在の接続事業者
2009年夏開始に
向けて準備中

今後はグループ外の証券会社等にも拡充

6月の営業収益は
初の10億円超
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【SBIジャパンネクスト証券】

～前期第３四半期より昼間取引を開始～

（2007年8月27日営業開始）
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日本最大規模の私設取引市場に日本最大規模の私設取引市場に①①

4月 5月

昼間 昼間

65,439

8,606

―

―

11

夜間
合計

(1日平均
売買代金)

81,816 25,302

396

2,887

1,643

―

13,675

90,741
(5,041)

9,002

2,887

1,643

―

―

23 11

6月

運営会社
取引
開始
時期 夜間

合計
(1日平均
売買代金)

昼間

29,025

473

3,041

1,739

―

115,957110,841
(5,278)

14,149

3,041

1,739

18,476

―

―

松井
08年
5月

23 12 ― 12

夜間
合計

(1日平均
売買代金)

SBI 
ジャパン
ネクスト

07年
8月

33,220

592

3,412

1,909

kabu.com 06年
9月

149,178
(6,781)

19,068

3,412マネックス
01年
1月

大和
08年
8月

1,909

PTS各社の月間売買代金比較（’09年） （単位：百万円）

月間売買代金が1,000億円超を記録する月が相次ぐなど
安定的に取引量を増す「ジャパンネクストPTS」

シングルカウントとなっており、売りと買いの合計ではありません

（※）売買代金は各社HP、日本証券業協会HP、日経QUICKより当社にて集計

なお上記は当社独自に集計したものであり、各社の今後の公表数値とは異なる
場合があります

7月の月間売買代金：
1,4771,477億円億円

11日平均日平均 7,7757,775百万円百万円
（7/28取引終了時点）

月間売買代金が相次いで月間売買代金が相次いで
1,0001,000億円を突破億円を突破

対前月比 64.4％増！
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日本最大規模の私設取引市場に日本最大規模の私設取引市場に②②

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

08年4月

(21日)
08年5月

(20日)
08年6月

(21日)
08年７月

(22日)
08年8月

(21日)
08年9月

(20日)
08年10月

(22日)
08年11月

(18 日)
08年12月

(21 日)
09年1月

(19 日)
09年2月

(19 日)
09年3月

(21 日)
09年4月

(21 日)
09年5月

(18 日)
09年6月

(22 日)
09年7月

(19 日)

(百万円)

松井証券

大和証券

マネックスナイター

カブコムＰＴＳ

ジャパンネクストPTS

1日当たり平均売買代金比較（2008年4月～）

7,775

シングルカウントとなっており、売りと買いの合計ではありません

（※）売買代金は各社HP、日本証券業協会HP、日経QUICKより当社にて集計

なお上記は当社独自に集計したものであり、各社の今後の公表数値とは異なる場合があります

6,781

5.0415,278

3,173

1,933
2,2792,162

1,750

1,066

680937
1,1621,162985

他の私設取引市場において売買代金が低迷する中、
当PTSの売買代金は堅調に増加を続ける

2009年7月（※28日取引終了時点）の1日当たり
平均売買代金は2008年4月と比較して約8倍に

3,089
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（３）ファイナンシャル・サービス事業

2010年３月期第1四半期

売上高 ６１億円（前年同期比 ８％増）

営業利益 ２億円（同 ５８％減）

内 既存事業

売上高 ５８億円（前年同期比 ３％増）

営業利益 ５億円（同 ３０％減）

内 新規事業

売上高 ５億円（前年同期比 １８５％増）

営業利益 ▲４億円（－）

※ 上記はファンド連結後のセグメント別の数値で記載しております。

※ 連結消去および全社費用控除前の数字です。

※ 億円未満を四捨五入した数字です。

主な連結子会社等
• SBIホールディングス（事業部）
• モーニングスター
• ゴメス・コンサルティング
• SBIベリトランス
• 住信SBIネット銀行（持分法適用）

• SBI損害保険
• SBIアクサ生命保険
• SBIカード
• SBIカードプロセッシング

主な内訳:
カード （▲２億円）
ｶｰﾄﾞﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ （▲１億円）
ネット生保 （▲１億円）
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ファイナンシャル・サービス事業のハイライト

① モーニングスターは、主要顧客となる金融機関の広告・販促需要の冷え込み等を背景

に、連結では前年同期比で減収減益となったものの、前四半期比では47.6％、前年第

3四半期比では88.4％の営業増益となり、回復の兆しをみせる。

② SBIベリトランスは、ＥＣ市場の拡大などを背景に、トランザクション件数は前年同期比

14％増の1,396万件と順調に増加。営業利益・経常利益・四半期純利益において、

連結で前年同期比12％超の増益に。

【既存事業】

【新規事業】
① 07年9月開業の住信SBIネット銀行は、預金残高6,724億円、口座数48万5千口座（09年

6月末）と、計画を大きく上回って進捗。前四半期に続いて四半期ベースでの黒字化を

達成し、今期の持分法投資損益（営業外損益）の大幅改善が期待される。

② 08年1月開業のSBI損保は、低水準の保険料やチャネルの拡充などが奏功して累計

成約件数が６万1千件（09年6月末）に伸長。

③ 08年4月開業のSBIアクサ生命は、ネット系を中心とした募集代理店での商品販売や

知名度不足の解消などを背景に、新規契約件数の月間平均は1,000件超と急成長。

③ 保険見積もりやローン比較サイト等のマーケットプレイス事業は、8サイト合計の取引

件数が前年同期比12.6％増の24万8千件と堅調に推移し売上増に。営業利益は、

積極的なプロモーションや参加金融機関からの受取手数料単価の減少により減益に。



40

売上高

555

（ ▲33.4 ）

営業利益 経常利益

1,228

（+9.7）

264

（+12.8）

265

（+14.5）

154

（+12.2）

63

（ ▲55.4 ）

90

（ ▲43.9 ）

48

（ ▲60.1 ）

（単位：百万円、（ ）内は前年同四半期比増減率％）

モーニングスター

SBIベリトランス

四半期
純利益

上場子会社 2010年３月期第1四半期 連結業績
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モーニングスター 連結営業利益の四半期推移

142

104

33
42

63

13.6%

5.5%

11.4%

7.4%

17.0%

0

20

40

60

80
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120

140

160

180

08/4-6 08/7-9 08/10-12 09/1-3 09/4-6

（営業利益：百万円）

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

（営業利益率）
営業利益 営業利益率

販売管理費の縮小（前年同期比101百万円減）や、ファンド・株式の
情報配信等が堅調に推移したことにより、営業利益は回復基調に
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234

215

264

229

242

200

220

240

260

08/4-6 08/7-9 08/10-12 09/1-3 09/4-6

（単位：百万円）

SBIベリトランス 連結営業利益の四半期推移

SBIベリトランスの連結営業利益は、当第1四半期に
四半期ベースで過去最高を更新するなど、引き続き堅調に推移

営業利益率：
21.5％



43

SBIベリトランス：

インターネットバンキング決済を提供するインターネットバンキング決済を提供する
CoolpatCoolpat社との資本・業務提携を発表社との資本・業務提携を発表

（2009年7月3日リリース）

（株）Coolpat

21.821.8％出資％出資

～インターネットバンキングを用いたEC決済サービスの強化・拡充～

◎クレジットカード

◎コンビニ・ペイジー（ネットバンキング、ATM）

◎電子マネー ・・等

決済手段

～ネット銀行を含む様々な金融機関での利用が可能～

・また、ペイジー（※）を活用することで、大手都市銀行をはじめ
とする368の金融機関と連携

◆◆ CoolpatCoolpatが提供するネットバンキング等へのが提供するネットバンキング等への
振込が可能な決済ソリューション振込が可能な決済ソリューション

・ 、イーバンク銀行、ジャパンネット銀行

新たなインターネット
バンキング決済ソリューション

の共同開発

SBIベリトランスに
おけるEC決済統合サービス

の提供

（※）収納企業と金融機関との間をネットワークで結ぶことにより実現される電子決済サービスであり、
公共料金や各種料金の支払いがパソコンや携帯電話、コンビニATMから支払うことができるサービスです。
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国内最大級の金融系比較サイト「インズウェブ」「イー・ローン」を中核とした
マーケットプレイス事業の取引件数は、1-3月期が季節要因による増加のため

直前四半期比では減少となるが、前年同期比では12.6％増と順調に成長

： 保険商品見積もりサイト「インズウェブ」： 損保23社・生保20社参画

： ローン商品比較検索サイト「イー・ローン」：金融機関数67社、ローン商品数546

マーケットプレイス事業 取引件数の推移（※）
（単位：件）

SBIH マーケットプレイス事業：

その他金融系比較サイト（計6サイト）： 証券会社比較、FX取引会社比較、おくるまリース見積もり等

（※）取引件数とは、
サイト上で実際に見
積もり、資料請求、
仮申込等の取引を
行った件数

その他金融系
比較サイト

イー・ローン

インズウェブ

1-3月期は季節要因

により増加傾向に

09年3月期
1Q

2010年3月期
1Q

2010年3月期第1四半期：24万8千件 （前年同期比12.6％増）
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【新規事業の進捗】
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【住信ＳＢＩネット銀行】

開業時の事業計画

・目標口座数 2010年3月期：40万口座程度、 2012年3月期：60万口座程度

・目標預金量 2010年3月期：7,000億円程度、 2012年3月期：1兆円程度

・目標収益 2010年3月期：単年度黒字化

2012年3月期：当期純利益50億円程度・累損解消

（2007年9月24日開業）
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2009年3月期４Qに引き続き、２四半期連続で

四半期ベースでの黒字化が視野に

【経常損失・利益の推移】

2009年3月期

3Q 4Q

経常利益経常利益

1.37億円

経常損失

7.5億円

2010年3月期

1Q 2Q 1Q

経常利益経常利益

8.56億円

経常損失

17.8億円

経常損失

12.8億円

5.3億円

の改善

20102010年年33月期第１四半期も、月期第１四半期も、

前四半期に続いて大幅な黒字化を達成前四半期に続いて大幅な黒字化を達成

5億円の

改善
2009年1月に初の単月黒

字化を達成。四半期ベー
スでも初の黒字化（当期利

益：1.34億円）を達成！

2009年3月期 通期
経常損失： 3,687百万円

当期純損失： 3,699百万円
当社営業外損失（持分法による投
資損失）として1,849百万円計上
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口座数：口座数： 485,341485,341口座口座

預金量：預金量： 6,7246,724億円億円

貸出金残高：貸出金残高： 2,6152,615億円億円

順調に拡大する住信SBIネット銀行の顧客基盤

2009年6月末時点

＜2009年6月末での達成率＞

口座数 預金量目標：2010年3月末で
40万口座程度

（千口座）

目標：2010年3月末で
7,000億円程度

（億円）

←485,341口座 ←6,724億円

（住宅ローン+ネットローン）

（505,992口座）

（7,030億円）

（2,724億円）

※（ ）内は2009年7月27日の速報値

目標達成目標達成

11年以上前倒しで年以上前倒しで

←2009年3月、
40万口座達成

次なる目標：2012年3月末で60万口座程度

2009年7月21日
50万口座突破!! 目標達成目標達成

20092009年年77月月2727日日
77,,000000億円突破億円突破!!!!

次なる目標：2012年3月末で1兆円程度
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預金残高は開業から673日で7,000億円を突破

開業日

預金残高が

1,000億円を

超えた時期
（注1）

開業からの
日数

預金残高が

7,000億円を

超えた時期
（注1）

開業からの
日数

2008/2/7 2,391日

－

2,000～
2,030日

673673日日

－

2006/12/1～
2006/12/31

2009/7/27

801～
983日

720～
901日

264～
294日

5757日日

2001/7/23

2000/10/12

2001/6/11

預金残高
（注2）

イーバンク銀行

2007/9/24

2003/10/1～
2004/3/31

2002/10/1～
2003/03/31

2002/3/1～
2002/03/31

2007/11/19

7,107億円

4,405億円

13,309億円

7,030億円

ジャパンネット銀行

ソニー銀行

住信SBIネット銀行

（注1）各行公表資料より、預金残高がそれぞれの金額を超えたことが判明した時期
（注2）住信SBIネット銀行は2009年7月27日時点の残高、イーバンク銀行・ジャパンネット銀行・ソニー銀行は2009年6月末の残高

各行が預金残高7,000億円突破に要した日数

競争力のある金利の設定、個人顧客に対する手数料無料でのATM入出金・振込取引
の提供のほか、各種キャンペーンの展開により、2007年9月24日の開業から673日で
預金残高が7,000億円を突破した。
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※1 累計口座開設承認数（解約件数を除く）の増加数

インターネット専業銀行の2010年3月期1Qの増減数比較

※2 預金残高÷口座数

当第1四半期も口座数・預金残高ともに

順調に増加し、顧客基盤を拡大中

2010年3月期1Qの増減数 2009年6月末

口座増加数
（口座）

預金増加額
（百万円）

顧客あたり
預金残高

（千円）

住信SBIネット銀行 66,852 42,531

4,600

▲24,300

5,600

1,385

ソニー銀行 12,788 1,806

イーバンク銀行 104,000 218

ジャパンネット銀行 42,000 217
（※1）

（※2）

出所： 公表資料より当社にて集計
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住宅ローン実行累計額も順調に拡大

～住宅ローン取扱い開始から639639日日で、同実行累計額2,5002,500億円突破億円突破～
(2009年6月23日）

ソニー銀行 住信SBIネット銀行

開業日

住宅ローン取扱い開始

2500億円突破に

要した日数

2001年6月 2007年9月

2002年3月 同上

1659～1750日 639639日日

（注1）ソニー銀行は約定返済分を反映した実行残高、住信SBIネット銀行は実行金額ベース
（注2）四半期毎の公表資料より当社にて集計、2006年12月末時点で254,690百万円。

（注2）

銀行開業日～2,000億円達成：551日（約約2727日間日間で100億円増加のペース）

2,000億円達成～2,500億円達成：88日（約約1717日間日間で100億円増加のペース）

インターネット専業銀行としては最速での到達！インターネット専業銀行としては最速での到達！

（ジャパンネット銀行、イー・バンク銀行は住宅ローン取扱なし）

（注1）

住宅ローンの契約件数も住宅ローンの契約件数も
11万件を突破！万件を突破！
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自動車ローン「SBIオートローン」の取扱いを開始
（2009年7月27日から）

～住信SBIネット銀行はSBIオートサポートを通じた販売チャネル拡大

によって安定的な資金運用先のさらなる拡充を図る～

中古車ネットオークション代行

（登録会員：約32,000社）中古車オークション運営
（会員数：約15,000社）

自動車購入者

自動車販売

事務委託

保証委託
購入代金支払

ＳＢＩオートサポート パートナー

（信販会社加盟店）

加盟店開拓
加盟店開拓提携

毎月支払

回収金
支払

購入代金

融資
契約

その他、国内大手金融機関

（注）：株式会社セディナ（Cedyna）は、旧（株）オーエムシーカード、旧（株）セントラルファイナンス、旧（株）クオークの３社の合併に
より、09年4月1日に新たに誕生した、国内最大級のコンシューマーファイナンス会社。
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【ＳＢＩ損害保険】

・目標契約件数 5期目：約30万件

⇒今期社内目標： 約15万件

・目標収益 5期目：単年度黒字化、10期目：収入保険料250～300億円

（2008年1月16日開業）開業時の事業計画
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0
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1,000

1,500

08 09 08 09 08 09 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（件数）

※計上=保険料の入金完了

本格稼動を始めたＳＢＩ損保

自動車保険 契約数（計上ベース※）・累計 元受収入保険料（計上ベース※ ）・年間累計

（百万円）

月

単月
実績

09年4～6月の収入保険料は、
前年同期比4.2倍の9億6千万円超に

09年
4月 5月

08年

～今年度（2010年3月期）の契約件数目標：15万件を目指す～

契約件数と元受収入保険料の進捗状況

6月

開業来累計契約件数：6万8千件超
（2009年7月27日現在）

四半期
実績

09年08年
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～4月より銀行窓販チャネル（住信SBIネット銀行）での取扱いを開始
するなどチャネルを拡充、SBIグループ経由の取引は順調に増加～

比較見積もりサイト

チャネル別のSBI損保の成約件数 直前四半期比較

代理店サイト

0

50

100

150

09/1-3 09/4-6

0

100

200

300

09/1-3 09/4-6

その他
（グループ外）

：２７％

チャネルの拡充による成約件数増加を図る

インズウェブ
：４７％

その他
（グループ外）

：３６％

住信SBI
ネット銀行

：４１％

その他
（SBIグループ）

：５％

SBI証券

：１８％

※09/1-3の比較サイト経由
全体を100として指数化

※09/1-3の代理店サイト経由
全体を100として指数化

代理店サイトに
占める比率：

成約件数全体に
占める比率：
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【ＳＢＩアクサ生命保険】

（2008年4月7日開業）開業時の事業計画

・目標契約件数 初年度：約2万件 5期目：約20万件

⇒初年度実績：5,400件超

・目標収益 5期目：単年度黒字化

インターネット専業生保という新しいモデルのため当初伸び悩んだが、

業態への認知浸透と手数料値下げ・チャネル拡大により2010年3月期に入り急拡大
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0
1,000
2,000
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6,000
7,000
8,000
9,000

6 9 12 3 4 5 6

SBIアクサ

ライフネット

（月）

（件）

（※）DIYとチューリッヒは、2008年度の公表数値をもとに月平均を算出

’08年 ’09年

出所：各社開示資料よりSBIホールディングスが作成

節約志向の高まりや認知度向上等でネット生保は急成長節約志向の高まりや認知度向上等でネット生保は急成長

～ 09年3月以降、ネット生保は知名度不足解消や手数料値下げなどを背景に、
契約件数は月間平均1,000件超と急速に伸長（前年同期間は同約170件） ～

「SBIアクサ生命」と「ライフネット生命」 新規契約件数の推移（累計）

既存ダイレクト生保のチューリッヒ生命（月間平均666件）、
損保ジャパンDIY生命（同431件）を大きく上回る水準で推移（※）

SBIアクサ 累計獲得件数：８千５百件超（09年6月末）
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従来のダイレクト販売に加えて、ネット系を中心とした募集代理店
での販売開始 ＝＞09年6月30日現在 84代理店

ネットとリアルの融合によるチャネルの拡大ネットとリアルの融合によるチャネルの拡大

住信SBIネット銀行でSBIアクサ生命の商品の取扱いを開始

08年6月～

11月～

代理店チャネルにおける
SBIグループ各社経由の

契約件数シェア

•SBI証券 ：10.4％
•住信SBIネット銀行：10.4％
•SBI損保 ： 0.8％

（※2009年4-6月実績）

09年6月～ SBI損保でSBIアクサ生命の商品の取扱いを開始

～グループシナジーを活かして契約件数増加を図る～

0

1,000

2,000

3,000

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

代理店

ダイレクト

チャネル別 新契約件数 四半期推移

’08年 ’09年

※08年4月の数字を100と

して指数化
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（４）住宅不動産関連事業

2010年３月期第1四半期

売上高 ５７億円（前年同期比 ４９％減）

営業利益 ▲１億円（ー）

※ 上記はファンド連結後のセグメント別の数値で記載しております。

※ 連結消去および全社費用控除前の数字です。

※ 億円未満を四捨五入した数字です。

主な連結子会社等
• SBIホールディングス（事業部）
• SBIライフリビング（7/1付でリビングコーポレーションより商号変更）
• SBIモーゲージ
• セムコーポレーション
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住宅不動産関連事業のハイライト

Ⅰ 住宅不動産関連事業は、国内の不動産市場収縮が続いていることなどから、前年同期
比で売上高は49％減の57億円となった。営業利益に関してはSBIモーゲージにおいて

6月に予定していた証券化益1.5億円の計上が7月にずれ込み、▲1億円となった。

Ⅱ 不動産事業については、金融環境の悪化及び不動産市場収縮の影響等により、主たる
購入者である不動産ファンドとの取引が低調であったため、売上高、営業利益ともに
大幅に減少。
なお新規投資は、不動産市況の低迷が続いていることから抑制しており、
投資再開の時期を慎重に検討中。

Ⅲ SBIモーゲージは住宅ローン商品「フラット35」を業界最低水準金利で提供、2009年6月
末には実行残高は4,893億円となり順調に拡大中。

Ⅳ 生活関連ネットワーク事業も順調に成長。比較検索サイトや仲介サイトを
運営する生活関連事業の営業利益は、前年同期比69％増の144百万円に増加。

Ⅴ 2009年7月1日付で、SBIホールディングスの生活関連ネットワーク事業の一部および
不動産サービス事業を、連結子会社のSBIライフリビング（同日付でリビングコーポレー
ションより商号変更）に移管。
SBIライフリビングは、従来からの不動産開発事業にインターネットを活用した生活関連
事業を融合することで、ネットワーク価値を訴求する新たな事業モデルの構築と、収益の
多様化による事業規模の拡大を図る。
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20042003 200520022001 2006 2007

（億円）

04年12月住宅金融公庫
（現：住宅金融支援機構）と提携

【フラット35】の取扱い開始

2007年4月
3,000億円突破

2007年9月モーゲー
ジバンクで国内初の
フラット35「保証型」

取扱開始

2008

※09年6月融資実行ベース。SBIモーゲージ調べ。シェアは融資実行金

額による（含む保証型）。

2008年9月
4,000億円突破

09年6月「フラット35」シェア: 19.0%

取扱金融機関339中 第1位

2009年6月末現在の
住宅ローン実行残高

は4,893億円

SBIモーゲージが取扱う「フラット
35」（機構証券化ローン）の金利は

2.62％（※）と最低水準

（※）09年7月買取型の融資実行金利

住宅ローン実行残高の推移

2009

順調に残高を積み上げる順調に残高を積み上げるSBISBIモーゲージモーゲージ
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SBIモーゲージ、住宅金融支援機構より感謝状を受領

【フラット35】販売において競争的な金利での提供および様々な制度拡充などの
取り組みの結果、2008年度シェアが14.1％と、取扱金融機関339中ナンバーワン
となるなど、販売促進に大きく貢献した実績が評価された

【フラット35】販売における取り組み

2006年11月：日本初、付帯可能な8疾病保障特約の取扱いを開始

2007年8月： 【フラット35（保証型）】の取扱いを開始

2008年3月： 日本初、【フラット35】のインターネットによる繰上返済サービスを開始

左写真：島田精一住宅金融支援機構理事長(左)と
SBIモーゲージ代表取締役執行役員COO円山法昭（右）
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引き続き順調に推移する生活関連ネットワーク事業

トピックス： 09年7月1日付で、SBIホールディングスの生活関連事業の一部を、
SBIライフリビング（リビングコーポレーションより商号変更）へ移管

進捗状況：

＝＞SBIグループが有するインターネット・ビジネスノウハウとの融合

により、従来の不動産事業会社にはない、ユニークなビジネスモ
デルの確立と、収益の多様化による事業規模拡大を目指す

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

05/4-6 06/4-6 07/4-6 08/4-6 09/4-6

生活関連事業 取引件数の推移（6サイト合計）（単位：件）

2010年3月期第1四半期：
約10万件

（前年同期比20.9％増）

・運営する生活関連６サイトの取引件数合
計は、前年同期比20.9％増の約10万件と、

順調に推移。

・仲介サイトや引越し見積もりなどの比較
サイトを運営する生活関連事業は、仲介サ
イト「チケット流通センター」「ムスビー」が
牽引し、2010年3月期第1四半期の売上高
は、前年同期比28.2％増の294百万円、
営業利益は同69.1％増の144百万円と、

引き続き増収増益に。
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３．2010年3月期における収益確保と
将来の収益拡大に向けた取り組み

（２） リアルチャネル拡充による販売力の強化

（３） SBIグループ認知度の更なる向上

（１） 2010年3月期の事業環境と
各事業において注力する取り組み
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（１） 2010年3月期の事業環境と
各事業において注力する取り組み
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※1 LP出資しているNew Horizon Capital （2号ファンド）に組入れられている銘柄から見込まれるExit件数（5件）を含みます。
※2 ＩＰＯ予定件数は、毎週開催しております「案件会議」での検討に基づき、投資先５段階評価において最上位に区分されたものが含まれておりますが、これら

投資先の評価およびＩＰＯ予定の見通しは当社独自判断に基づいたものであり、今後のＩＰＯを保証するものではありません。尚、過去実績のＩＰＯ・Ｍ＆Ａ社
数はすでに売却済みのものを含みます。

事業開始から

2008年３月期まで
2009年３月期

2010年３月期

見込み

ＩＰＯ・Ｍ＆Ａ社数 １１１ ０ １２

予定社数１２社のうち、２社がＭ＆Ａ、１社が上場承認済み

６月23日 GCL Solar Energy Technology Holdings Inc. （※1）

６月30日 China Cord Blood Services Corporation（旧China Stem Cells）
７月29日 BBMG Corporation （※1）

ＩＰＯ/Ｍ＆Ａ実績と見込み
アセットマネジメント事業における

アセットマネジメント事業に見られる明るい兆し

※1

アセットマネジメント事業
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当社アセットマネジメント事業に追い風となる
直近の国内ＩＰＯ銘柄の株価動向

上場日 社名
公募価格

（Ａ）
初値

7/28終値

（Ｂ）
Ｂ／Ａ
（倍）

3/12 大研医器 １，１５０ １，１５０

２，０００

１，６８０

６３０

２，１２０

３００

８，０００

１，７６０

５５０

１９，１００

１，８９５ １．６５

平均 ２．２２

3/13 ユビキタス
エナジー

９５０ １，４０１ １．４７

3/17 JCL
バイオアッセイ

６００ １，２７８ ２．１３

3/18 大幸薬品 ２，０００ ７，２６０ ３．６３

3/26 テラ ３１０ １，７６７ ５．７０

6/23 常和ホール
ディングス

１，７２０ １，４５１ ０．８４

7/17 クックパッド ９，５００ ２３，８００ ２．５１

3/16 小田原機器 １，８００ １，７０３ ０．９５

4/2 ソケッツ ４，４００ ７，０７０ １．６１

6/25 八洲電気 ２５０ ４２０ １．６８

～直近の新規公開株の株価は公募価格を上回り堅調に推移～
2008年第３四半期のＩＰＯ銘柄

０．８９２００２３６２２５
ショーエイコー
ポレーション

12/16

１．５６９３３６４０６００ソーバル12/12

２．０８６，８６０５，０００３，３００グリー12/17

０．６３２０７３３０３３０
リックコーポ
レーション

12/17

１．１２６７０６００６００らでぃっしゅぼーや12/9

１．６０１，２０２６９３７５０
エス・ディー・エ
スバイオテック

12/8

１．５３１，１４７７０５７５０ホシザキ電機12/10

４，０００

１，５４０

４２５

４１８

７５０

１，１１６

７９０

５８０

６１０

１，２１０

初値

１．１７平均

１．２０１，３１６１，１００
メディアサイエン
スプランニング

10/7

１．０５１，２６０１，２００内外トランスライン11/5

０．８６７３２８５０電算システム10/30

１．２９２，４５０１，９００paperboy&co12/19

１．０６４９９４７０ヒューリック11/11

０．７０５６１８００アサカ理研11/6

１．０９１，０８５１，０００リニカル10/27

１．３５２，５６０１，９００シイエム・シイ12/4

１．２２５５０４５０オーウイル11/7

０．７３４３１５９０
クロス・
マーケティング

10/28

Ｂ／Ａ
（倍）

7/28終値

（Ｂ）
公募価格

（Ａ）
社名上場日

直近（2009年３月以降）のＩＰＯ銘柄

公募価格に対する直近の終値の倍率は、ＩＰＯ銘柄の人気
回復から昨年同時期のＩＰＯ銘柄と比較して高くなっている

ＳＢＩブロードバンドファンド１号など
収穫期を迎えたファンドを擁する

当社のアセットマネジメント事業にとっては好機到来！

※

※ 大幸薬品は1：2の株式分割をしており、分割がなかったものとして試算

アセットマネジメント事業
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国内で国内で9999社が新規上場した社が新規上場した
20082008年年33月期における月期における

IPOIPO引受社数ランキング引受社数ランキング
（2007年4月～2008年3月）

順
位

社名 引受

社数

関与率

（％）

1

1
3 大和証券SMBC 54 54.5
4
5
6

ＳＢＩ証券

7

58.658

三菱UFJ証券 58 58.6

野村證券 53 53.5

みずほインベスターズ 40 40.4
新光証券 52 52.5

日興シティ証券 36 36.4
※ 公表資料等より分かりうる限りで当社にて集計。集計対

象は07年4月～08年3月までの新規上場企業99社（上

場基準）の国内引受分で、追加売出分等は含まず。

※ SBI証券以外は2008年3月時点の社名にて記載

全証券会社中第1位

IPO引受社数の拡大

• 引受関連収益の拡大
• IPO銘柄に関心を寄せる
新規顧客の獲得

IPOマーケット正常化に伴う
新規上場会社数の増加

今後期待されるIPOマーケットの正常化は
SBI証券にとっても追い風に

証券関連事業
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リーマンショック以降の各国主要指数の推移

30%

50%

70%
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190%

日経平均（日本） NYダウ（アメリカ）

DAX（ドイツ） 上海総合指数（中国）

RTS（ロシア） SENSEX（インド）

HO CHI MIN（ベトナム）

2008年9月16日と比較した
2009年7月27日時点の騰落率

（括弧内は期間内最安値と比較した騰落率）

上海総合指数

72.9％ (101.3％)

SENSEX
13.7％ (88.4％)

HO CHI MIN
3.0％ (99.5％)

RTS
-8.3％ (108.3％)

DAX
-12.0％ (43.2％)

日経平均

-13.1％ (43.0％)

NYダウ

-17.6％ (39.1％)

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月
2008年 2009年

出所：Bloomberg

(2008年9月16日 ～ 2009年7月27日)

アセットマネジメント事業
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持続的な発展が予想される中国市場

中国名目GDPの推移

※出所：IMF（国際通貨基金）データ

※2009年以降はIMF予測（2009年4月時点）
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4-6月期のGDPは前年同期比7.9％増
（1-3月期は前年同期比6.1％増）

2009年には名目GDPで日本を抜いて「世界第二位の経済大国」へ（IMF予測）
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上海総合指数の推移
（2008年1月～2009年7月）

上海総合指数は2008年11月4日の底値から現在着実に上昇中

※出所：Bloomberg

1月 7月 1月 7月

2008年 2009年

底値から+101.3％

アセットマネジメント事業

の回復

1,706.70
（2008年11月4日）

3,435.21
（2009年7月27日）
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キャピタルゲイン

投 資 先 名
投資
残高

種 類
ＩＰＯ/M&A

予定 2009年
3月末

7月28日現在

34.0

64.0

-

-

-

15.5

12.0

5.6

Shineway Group 20.4 プレIPO 2010 15.0 15.0 15.0

Cathay Industrial Biotech 12.0 プレIPO 2011 79.1 79.1 79.1

225.2

Goldwind Science and Technology 0.5 A株 124.9

A株

29.9

63.7

144.6

0.2

4.5

2.3

17.6

5.6

457.5

Kingsoft - 普通株 4.4

2010

A株

普通株

普通株

普通株

Jiangsu Ealong Biotech 2.5 プレM&A 5.6

2008年
3月末

Changsha Zoomlion Heavy Industry Science 
& Technology Development 4.4 66.6

China Printing &Dyeing Holding - -

China Cord Blood Corporation 4.1 17.6

Sichuan Meifeng Chemical Industry 11.2 26.4

Yingli Green Energy Holding - -

合計 55.1 244.6

※1

9億円

設立～2007年度

32億円

2011年度

125億円

09年度2Q以降の

総分配見積額

16億円

2009年度1Q

65億円

2009年度2-4Q

28億円

2010年度

61億円

2008年度

【当社受領分配金額】
（約４５８億円） （約２４０億円） （約２１４億円）

ＩＰＯ済

時価評価

ＩＰＯ/M&A
未済

予想評価

（単位：百万USドル）

【09年度2Q以降の見積額】（2009年7月28日現在の見込）

注2：分配金見積額は、現在及び将来上場もしくは売却する株式の予想時価から見積もった金額で、これらの金額が確定しているわけではありません。

注1：分配金の受領は、ロックアップの外れる09年以降本格化する見込みです。

※2 売却額より売却に付随する費用を差し引いた額。※1 清算中

※2

2005年5月の運用開始から、投資先10社のうちこれまでに7社が上場

一部売却等により、2009年度1Qは11億円の営業利益を計上

設立から2009年度1Qまでの累計営業利益では88億円

2008年度4Qより損益を四半期毎に計上するため、各四半期の株式売却が即座に収益インパクトに

New Horizon Fund New Horizon Fund の運用状況の運用状況
アセットマネジメント事業
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会社名 EXIT形式 予定時期

BBMG IPO 2009年7月29日

New Century M&A 2009年下期

Meihua M&A 2009年中

Navinfo IPO 2010年上期

YuHeng IPO 2010年下期

Rong Sheng M&A 2010年中

会社名 EXIT形式 時期

GCL M&A 2009年6月23日

2号ファンドの投資企業14社のうち、すでに1社がイグジット済み
その他の6社についても今期～来期のIPOまたはM&Aによるイグジットを予定

New Horizon Capital（2号ﾌｧﾝﾄﾞ）も高パフォーマンスを見込む

アセットマネジメント事業

イグジット済銘柄：1社

イグジット予定銘柄：6社 ※7月28日時点の見込みであり、変更となる可能性があります。
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海外の有力企業との提携による新規ファン海外の有力企業との提携による新規ファンドド
設立進捗状況設立進捗状況

～ 09年6月、マレーシア国営の資産運用機関とも新たに提携 ～

・マレーシア： 6月8日、マレーシア国営の資産運用機
関Permodalan Nasional Berhadの
100％子会社PNB Equityと投資ファン
ド設立で最終契約を締結。アセアン諸
国、インド、中国の有望企業を投資対
象とし、出資約束金額は総額5,000万
米ドル（SBI出資比率50%）の予定

・韓国：

（シンガポール拠点）

マレーシア

韓国

SBI VEN CAPITAL PTE. LTD

•09年6月に、韓国政府が設立した投資
ファンド（最低1000億KRW規模）の共同
運営者に選定・承認された。9月設立に
向けて、現在追加出資を募集中

•09年8月を目処に貯蓄銀行への投資を
目的とする500億KRW規模のターゲット
ファンドを設立予定

アセットマネジメント事業
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インドの金融機関と、インドにおける証券
会社の今期中設立を検討中

世界的にGDPのマイナス成長が見込まれる中、09年度以降も安定した経済成長

の見込まれる中国やインドなどアジア新興国への進出・事業展開を更に加速

新興諸国の潜在成長力を取り込みアジアの企業生態系を構築、新興諸国の潜在成長力を取り込みアジアの企業生態系を構築、

グループの継続成長を実現するグループの継続成長を実現する

～～ ファンド運営事業を軸に様々な金融事業へ拡大ファンド運営事業を軸に様々な金融事業へ拡大 ～～
アジアの成長力をアジアの成長力をSBISBIの成長力へつなげるの成長力へつなげる

昨年9月に開業したプノンペン商業銀行
は、09年4月に今年度（2009年12月期）
の累積損失を解消し、単年度黒字化の
見通し

7月23日に現地監督当局によるベトナム
の銀行の20％持分相当の増資が承認さ
れ、8月中旬に払込みを完了する予定

・ベトナム：

・インド：

・ロシア： ファンド提携先のIFC METROPOL社
傘下の銀行への出資に向けてデュー
デリジェンス中

・カンボジア：

（シンガポール拠点）

インド

ロシア

ベトナム

カンボジア

SBI VEN CAPITAL PTE. LTD

アセットマネジメント事業
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クォーク・ファーマシューティカルズ社（SBIグループ出資比率：24.87％）

SBIアラプロモ

2009年6月、欧州での医薬品開発のためドイツのメダック社と共同でアラ
ファーマ社を設立。ハンドクリーム等に次ぐ新商品の販売も準備中。

着実に成長しつつあるバイオ関連事業

中国の医薬開発ベンチャーHuapu社との提携による核酸医療プロジェクトは、
”SBIバイオテック初”の臨床試験（フェーズⅠ）をまもなく開始。

SBIバイオテック

アセットマネジメント事業

7月27日、バイオスプリング社と共同開発中の医薬品候補「QPI-1007」が

緑内障患者を治療できる可能性が示唆される研究データを発表。
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SBI証券における手数料引き下げによる影響
証券関連事業

＜現物取引＞
【スタンダードプラン】

1注文の約定代金 新手数料 09年7月末時点手数料

10万円以下の場合 145円 200円

10万円を超え 20万円以下の場合 194円 250円

20万円を超え 50万円以下の場合 358円 450円

50万円を超え 100万円以下の場合 639円 800円

100万円を超え 150万円以下の場合 764円 950円

150万円を超え 3,000万円以下の場合 1,209円 1,500円

3,000万円超の場合 1,277円 1,575円

8月10日約定分（予定）より、本年7月末時点の手数料と比較して
最大27.5％引き下げ

※ ベーシスはインターネット取引のみの数値

3.1
2009年3月期通期

3.1ベーシス 3.3.33ベーシスベーシス
想定

2009年6月売買実績をベースとした
手数料値下げ後のシミュレーション

当該改定に伴うベーシスの変動（見通し）

2010年3月期第1四半期

3.7ベーシス
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業界屈指の格安手数料による売買代金の拡大

12.4

3.1
5.3

9.3
10.9

0 2 4 6 8 10 12 14

松井

マネックス

カブコム

楽天

SBI

出所：各社決算資料、月次開示資料等より当社作成
委託手数料は決算短信より単体数値を使用
SBI証券はインターネット部門のみの数値を使用

2008年度（2008年4月～2009年3月）の主要オンライン証券のベーシス比較

SBI証券における売買代金・委託手数料・ベーシスの推移

今回の委託手数料引き下げにより、今後の売買代金の増加が予想される
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証券関連事業
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国内証券取引所上場のほぼ
全ての銘柄の取引が可能な、
「ジャパンネクストPTS」を運営

FX（外国為替証拠金）取引に
おける為替市場機能および

マーケットインフラシステム提供

（2008年11月17日開業）（2008年10月28日～昼間取引も開始）

投資信託に特化した
金融商品仲介業

金融商品の評価情報
等の提供

グループ内に有する豊富な証券関連サービスグループ内に有する豊富な証券関連サービス
グループ内に存在するさまざまな証券関連サービスを

活用することでSBI証券収益の極大化を図る

証券関連事業

高・好配当、ノーロード、資源・環境
関連ファンドなど取扱い本数：433433本本

新発債券取扱実績：

円債224224本本／外債102102本本

株式

債券

為替

投資信託

•国内株式（ETF、REIT等含む）

•外国（米国・中国・韓国）株式
主要オンライン証券最多の

20通貨ペアでのFX取引

日本最大規模の
PTS市場

日本インベスターズ証券

（2009年7月31日事業譲受期日（予定））

会計士等279名から成る
156の会計事務所等の
ネットワークを活用した

金融商品仲介業務を譲受
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証券関連事業
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SBIリクイディティ・マーケットにおける流動性の向上は
更なる収益拡大をもたらす

2009年3月期 2010年3月期

3Q 4Q 1Q

営業収益（売上高） 5.5 23.5 28.2

内、SBI証券の
トレーディング益
（SBI証券：営業利益）

3.5

営業利益 1.1 7.3 8.6

17.914.9

＋

住信SBIネット銀行

グループ外の
金融機関等

2009年3月期 2010年3月期

3Q 4Q 1Q

期末口座数（SBI FXα） 93,498 115,783 124,435

FX取引口座数

SBIリクイディティ・マーケットによる収益貢献

接続事業者の増加

流動性の向上

更なる
収益の拡大

※1 営業期間は11月17日からの約 1.5ヶ月間

※1

証券関連事業
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（2009年4月12日日経新聞朝刊より）

投資家取引所

証券会社その他の流動性提供の場

注文／約定

注文

【ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券】
最も有利な市場を選んで、

自動的に売買を執行

金融商品取引法第40条の2 金融商品取引業者は、顧客の注文について、

最良の取引の条件で執行するための方針及び方法最良の取引の条件で執行するための方針及び方法を定めなければならない

従来の最良執行
II

取引所で執行すること

これからの最良執行これからの最良執行
II

取引所やPTS等々を比べて

最も有利な市場で執行すること

流動性
の分断

最良執行には「価格」「スピード」「約定可能性」「価格」「スピード」「約定可能性」などを考慮

最良執行の流れ最良執行の流れの加速により期待されるの加速により期待される
ジャパンネクストジャパンネクストPTSPTSの取引拡大の取引拡大

「高性能システム」「高性能システム」、「小さな呼値の刻み」「小さな呼値の刻み」
などを特徴とし、流動性を増やしつつある市場が
今後証券会社や投資家に最良執行機会を提供
していくことになる

SBI証券でも、投資家にとって
有利な市場を自動的に選んで

注文を行うスマートオーダースマートオーダー
ルーティング（ルーティング（SORSOR）機能）機能を

導入すべく準備を検討中 さらに今年度中に数社の証券会社が
ジャパンネクストPTSへの参加を準備中

ジャパンネクストPTS

証券関連事業

記事
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更なる成長が見込まれるSBIモーゲージ

0

1,000

2,000

3,000
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5,000

6,000

7,000

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期

2009年度2008年度2007年度2006年度2005年度

SBIモーゲージ・【フラット35】申込件数の推移(件)

4-6月

実績

7-9月

見込み

実績 見込み

第1四半期 通期 前期比

5,908
1,509

売上高 924 +12.2
経常利益 37 +25.3

SBIモーゲージ・2009年度収益の実績と見込み (単位：百万円、%)

※上記は見込みであり、変更となる可能性があります。

第1四半期中に計画されていた154百万円の利益計上をともなう保証型取引の証券化が
7月3日にずれ込んだため、計画を下回ったものの通期では予想を上回って好調に推移

経済危機対策の一環として【フラット35】が100％融資や借換

が可能になるなどの制度拡充がされたことを追い風に、
6月単月の申込み件数は前年同期比2倍以上の約1,200件に

住宅不動産関連事業
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売却

ノン・コア事業であることからカード事業と切り離し、
システムベンダーへの売却に向けて交渉の最終段階

SBIカードプロセッシング

関連する事業を一体的に運営することで事業効率を高めることを
目指し、SBIイコール・クレジットとの統合を予定

事業効率を高めるための統合等
SBIカード

経営の一層の効率化を目指した
SBIグループ内の組織再編成（１）

国内商品先物市場の市場規模縮小等、事業環境が著しく悪化している為、
商品取引受託業務を廃止し（09年7月31日（予定））、株式交換により完全
子会社化（効力発生日：09年8月1日（予定））

完全子会社化
SBIフューチャーズ

経営効率化を図るべく、様々な選択肢を検討中

SBIインテクストラ
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4月21日に全ての貸付業務を停止し、住信SBIネット銀行の
個人ローン「ネットローン」への保証業務に注力

より成長できる環境への事業移管等

SBIイコール・クレジット

経営の一層の効率化を目指した
SBIグループ内の組織再編成（２）

先行する米国では既に融資残高約5億ドルとなっている
ソーシャルレンディング（個人間融資）事業の運営準備を
本格的に開始

新たな成長に向けた新規事業の開始
SBIプロスパー

海外における投資事業の更なる拡大に向けて、
現地有力投資会社とのJV化に向けて協議中

SBI Ven Capital （シンガポール）
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（２） リアルチャネル拡充による販売力の強化
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SBISBIマネープラザ展開によるリアルチャネルへの本格進出マネープラザ展開によるリアルチャネルへの本格進出

住宅ローンショップFCオーナーの出店を中心に今年度100店舗開設を目指す

7月6日にSBI証券が、
SBI住宅ローンショップ
6店舗を運営するリアル

マーケティング・ショップ
株式会社を完全子会社化

SBI証券

全23店舗

SBI住宅ローン

ショップ

全41店舗

SBIグループ既存店舗

SBIグループ内外の金融商品を取り扱う

来店型金融ワンストップ・サービスを展開

7月1日に「SBI住宅ローン／SBIマネープラザ」1号店

を千葉県柏市にオープン！
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30％出資 70％出資

・オークション会場運営ノウ
ハウ（国内3ヶ所運営）

自動車保険

【自動車関連金融商品】

・会員数：約15,000社

・年間総出品台数：約70万台

中古車販売業者
登録数：1,317社

※2009年7月28日現在

中古車販売業者を通じた購入者
への金融サービス提供を支援

2008/10/14 営業開始

SBIオートサポートを活用した
自動車関連金融商品のリアルチャネルへの提供

SBIオートローン

2009年7月27日より
サービス開始

SBIオートサポート

中古車購入者

※
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ビデオ・DVDレンタル大手の「ゲオグループ」と提携、
リアルチャネル拡充へ

第一弾： 「SBIオートサポート」と相互の会員向けプロモーションで提携

＝＞7月より、ゲオ店舗において自動車保険の紹介と見積もり申込受付を開始。
当初はゲオの350店舗にて広告を設置し、順次拡大予定。

今後も他の事業分野において、 SBIグループとゲオグループとの
提携を拡大する予定

（株）イーネット・フロンティア

（株）ゲオ

広告物管理
業務提携

保険募集代理店

保険見積もり

見積額提示

仲介

自動車保険の販売

店舗顧客

ゲオグループ

中古車販売業者
全国 948店舗 登録者数：1,317社
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（３） SBIグループ認知度の更なる向上
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「「SBISBIグループ」に対する認知度の高まりグループ」に対する認知度の高まり

※SBIグループに
対する認知は
高まっている

（下記回答①+②+③）

2 .3 % 3 .1 % 3 .6 % 4 .1 %

1 4 .6 %
1 2 .8 %

1 5 .2 %

2 0 .1 %

2 8 .8 %
3 2 .0 %

4 1 .4 %

5 4 .4 %
5 2 .2 %

4 3 .5 %

3 4 .4 %3 7 .7 %

0 %

1 0 %

2 0 %

3 0 %

4 0 %

5 0 %

6 0 %

第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回

①詳しく知っている

④聞いたことがない

③名前を聞いたことがある

②だいたい知っている

調査方法：gooリサーチを利用したWebアンケート調査

調査実施期間：第1回（08年9月9日～9月11日）、第2回（08年11月26日～11月28日）、第3回（09年04月13日～04月16日）、第4回（09年7月1日～7月3日）

（08年9月）
n=1,106

（08年11月）
n=1,089

（09年4月）
n=1,000

（09年7月）
n=1,000

45.7％ → 47.9％ → 56.5％ → 65.6％
（+8.6ポイント） （+9.1ポイント）（+2.2ポイント）

Q. あなたは「SBIグループ」をご存知ですか？
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昨年後半より加速度的に増加した「SBI」検索数

TVCMの開始

SBIアクサ生保開業

SBI損保開業

住信SBIネット銀行開業

・インターネット金融生態系の完成により、SBIグループで様々な金融サービスの

提供が可能に

・金融危機に伴う不安定な経済情勢による、節約機運の高まりと

低コストな金融サービスへのニーズ上昇

・TVを主としたマスメディア広告の実施による、これまでSBIを知らなかった層へのリーチ

背景：

「SBI」検索数の増加

（Google Trends参照）
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SBIグループ
複数サービス利用層

SBIグループ個別サービス利用層

「SBI」理解層
（事業内容を知っている）

「SBI」接触層
（名前を聞いたことがある）

「SBI」未接触層

認知度向上を土台とした
SBIグループ顧客基盤の更なる拡充

シナジー効果の追求
シームレスな取引環境の整備

グループ各社による個別
訴求・ターゲット広告

口コミなどによる「SBI」
認知度の更なる向上

SBIグループ各社の

徹底した顧客中心主義による
低コストで利便性の高い

金融サービスの追求

マス広告・パブリシ
ティによる認知度向上

認知度向上を土台として顧客基盤の更なる拡充へ

影響
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【参考：株価関連】
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20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

110%

120%

130%

SBIH 三井住友FG

三菱UFJFG みずほFG

野村ＨＤ 大和証FＧ

JAFCO

SBIH

12.7%

リーマンショック以降の
SBIホールディングスと他社株価の推移比較

(2008年9月16日 ～ 2009年7月28日) 2008年9月16日と比較した
2009年7月28日時点の

騰落率

三菱UFJFG
-29.9％

三井住友FG
-35.5%

みずほFG
-49.3％

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月
2008年 2009年

大和証券G
-25.5％

野村HD
-37.5%

JAFCO
-16.9%

出所：日経Quick



95

http://www.sbigroup.co.jp
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